
   目黒区立保育所の民設民営化園に係る運営費補助に関する要綱 
平成３０年２月２２日目子保第９８８４号決定 
令和５年３月１４日目子保第１４９０３号改正 
令和７年２月６日目子保第１７０６４号改正 

 
（目的） 
第１条 この補助事業は、目黒区立保育所条例（昭和４０年６月目黒区条例第２５号）に基づ

き目黒区立保育所として設置され、その後、民設民営化された私立認可保育所（以下「民設

民営化園」という。）を運営する法人に対して、当該民設民営化園の運営に係る経費（以下

「運営費」という。）の一部について予算の範囲内で補助することにより、当該民設民営化

園の安定的な運営の支援を図ることを目的とする。 
（補助対象事業） 
第２条 補助の対象となる事業は、平成２９年４月１日以後に民営化された民設民営化園の運

営事業（民設民営化園の開所の日から５年間に限る。）を補助対象事業とする。 
（補助対象経費） 
第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に規定する事業を

実施するために支出した運営費その他区長が必要と認めるものとし、職員充実加算費等とし

て補助を行う。ただし、積立金及び貸付金（法人内の各施設拠点区分間、本部拠点区分間又

は収益事業等の事業区分への貸付）に係る支出は対象外とする。 
（算定基準） 
第４条 補助金は、補助対象経費について、次の各号に掲げる民設民営化園の区分に応じ、当

該各号に定める額を交付する。 
（１）令和４年度以前に民営化された民設民営化園 

会計年度ごとに、各月初日の在籍児童数の合計に５，０００円を乗じて得た額。ただし、

月の初日において、目黒区立保育所における職員配置基準に適合した職員配置がなされて

いない月はこの限りでない。 
（２）令和５年度以降に民営化された民設民営化園 

各月ごとに、目黒区立保育所における職員配置基準により算出される各月初日の保育士

資格を有する者と目黒区私立認可保育所における職員配置基準により算出される各月初

日の保育士資格を有する者との差に４３９，９８０円を乗じて得た額。ただし、月の初日

において、目黒区立保育所における職員配置基準に適合した職員配置がなされていない月

はこの限りでない。 
2 各月初日の職員配置の算定にあたり、非常勤職員を常勤換算する場合は、当該保育所の就

業規則に定める常勤職員の勤務時間を上回る場合にこれを認める。 
3 各月初日の職員配置の算定にあたっては、平成３０年３月２２日付目子保第１０７６９号

「目黒区保育所運営費等補助要綱の改正点に係る留意事項について」における取り扱いに準

ずるものとする。 
4 各月初日の職員配置の算定にあたっては、他の事業の専任職員はこれに含むことができな



い。 
（補助金の請求） 
第５条 補助金の支給を受けようとする設置者は、令和４年度以前に民営化された民設民営化

園については、別記第１号様式による請求書により、令和５年度以降に民営化された民設民

営化園については、別記第２号様式による請求書により区長に請求しなければならない。 
（実績報告） 
第６条 補助金の支給を受けた設置者は、会計年度が終了したときは、別記第３号様式により

区長に報告しなければならない。 
（補助金の使用制限） 
第７条 補助金の支給を受けた設置者は、この要綱に定める目的以外に補助金を使用してはな

らない。 
（補助金の支給取り消し） 
第８条 区長は、補助金の支給を受けた設置者が前条の規定に反して補助金を使用した場合は、

その全部又は一部を取り消すことができる。 
（他の規程との関係） 
第９条 この要綱の規定による補助に係る手続については、この要綱に定めるもののほか、目

黒区補助金等交付規則の定めるところによる。 
   付 則（平成３０年２月２２日目子保第９８８４号） 
この要綱は、決定の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 
   付 則（令和５年３月１４日目子保第１４９０３号） 
この要綱は、令和５年４月１日から適用する。 

付 則（令和７年２月６日目子保第１７０６４号） 
この要綱は、令和７年４月１日から適用する。 
 


